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売上単価低迷の中での「付加価値の増大」と「社員教育」の力点増大
東日本大震災による景況悪化要因は大幅に改善され、多くの指標では震災前の水準に回復した 10 ～

12 月期の回答結果の中で、新たな不安要因として浮上してきたのは円高の進行である。

こうした中での経営上の力点の特徴をみると、全体的傾向として、ベスト３は「新規受注（顧客）の確保」

「付加価値の増大」「社員教育」の順で変化はないが、指摘割合が伸びたのは「付加価値の増大」と「社

員教育」であった。また「人材確保」（14.6％→ 16.1％）と「得意分野の絞り込み」（11.0％→ 12.7％）

の増加傾向も注目される。その背景として売上高 DI は改善したが（△ 6 → 0）、売上・客単価に改善

の傾向が見えず（△ 19 →△ 18）、経常利益 DI（△ 12 →△ 7）の改善要因は、一人当たり付加価値 DI

の改善（△ 13 →△ 4）によるところが大きいことが指摘される。円高問題、欧州危機、生産の海外移転、

雇用不安、可処分所得の減退、遅れがちな復興需要などデフレ傾向が持続する中では売上高の大幅な

伸びは期待できない。経営戦略の基本は付加価値の増大に置かざるを得ず、そのためには社員教育の

強化による一人ひとりの社員能力の拡充・発揮が不可欠である。

業種別特徴としては、建設業では復旧需要の増大を主因として業況判断 DI・業況水準 DI とも好

転したが価格競争が厳しいことから、「社員教育」（35.8％→ 40.6％）、「新規事業の展開」（16.2％

→ 19.6％）、「得意分野の絞り込み」（13.5％→ 16.8％）で指摘割合が伸びている。また「財務体質強化」

の指摘割合は全体の 24.5％を大幅に上回る 30.8％であり、利益なき繁忙の様相を呈していることが伺

える。

製造業では差別化戦略による受注増を目指した「付加価値の増大」「研究開発」の指摘割合が全体

と比べて相対的に高くなっているとともに、「社員教育」と「得意分野の絞り込み」の指摘割合が増加

した。流通・商業では「新規受注（顧客）の確保」「付加価値の増大」「新規事業の展開」「社員教育」

の比重が相対的に高く、他の３業種と比較すると「財務体質強化」の水準が低く、指摘割合も減少し

た点が注目される。サービス業では「付加価値の増大」（44.3％→ 50.3％）、と「人件費節減」（6.8％

→ 8.9％）と「人件費以外の経費削減」（19.3％→ 21.0％）が増加していること、また「機構改革」（2.3％

→ 4.5％）の水準の相対的な高さと増加傾向が特徴的である。

〔Ⅶ〕経営上の力点

復旧・復興需要の進展による一定の景況改善の一方で、地域間格差の広がりと直面する課題の
多様性が表面化してきた。引き続き社員教育と人材確保の力点を高めつつ、付加価値増大によ
る損益分岐点の引き下げ努力をすることでデフレ持続と先行き不透明感への対抗措置への注力
が求められている。

間需要の停滞」（54.0％）回答の増加が続き、建設業の回答（57.1％）水準に近付いている。昨年まで

の需要刺激政策の終了に影響を受けてきた流通・商業だが、消費税率アップが議論される下、市場の

冷え込みに危機感を強めているといえる。

中小企業景気は震災前、リーマン・ショック前水準に回復しつつあるが、欧州債務危機を中心とした

先行き不安、世界経済停滞に影響を受けた外需見込み低迷の懸念、円高の進行による景気への影響と

大企業生産拠点の海外移転など景気悪化要因は山積している。2012 年、各企業においては目下の経営

上の問題点と同時に、こうした先行きを凝視した慎重なかじ取りが課題となる。
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社員教育を基本としつつも地域別・規模別に異なる経営上の力点の置き所
また地域別でみると、いずれの地域でも「新規受注（顧客）の確保」が指摘割合でトップであり、7

～ 9 月期で見られた地域間格差は減少した。第 2 位の「付加価値の増大」は北陸・中部（指摘割合は

全体の 51.2％に対して 55.6％）、中国・四国（48.9％）で低かった。逆に「社員教育」の割合は中国・

四国（42.8％→ 28.9％）が伸び率・水準ともに最も高く、最も低い近畿（39.5％→ 31.8％）とは 17.1

ポイントの差がみられた。「経費削減」では人件費の割合は近畿が最も高く、人件費以外では北海道・

東北の割合の高さ（全体の 17.5％に対して 27.1％）が目立つ。「新規事業の展開」では中国・四国（20.3％

→ 25.6％）と近畿 (17.3％→ 16.2％ ) との間に 9.4 ポイントの差が生じた。「得意分野の絞り込み」の割

合でも関東 (11.6％→ 17.5％ ) と北陸・中部 (8.9％→ 8.4％ ) でも開きが大きい。さらに「財務体質強化」

でも関東 (26.0％→ 32.5％ ) と近畿 (26.5％→ 22.3％ )、中国・四国 (23.9％→ 21.8％ ) で乖離が目立つ。

総体的に経営努力の力点の置き所は、地域経済の抱える問題点に規定され、かなり大きな相違点が生

じている。それゆえに地域の特性と問題点を踏まえて、地域内で仕事と雇用が循環する仕組みづくり

のための自治体政策の強化（よい経営環境づくり）が求められており、各地で取り組まれている中小

企業振興条例づくりの重要性が増している。

次に規模別の特徴でもまた、経営の力点の相違が顕著である。とりわけ目立つのは 100 人以上では「付

加価値の増大」と「新規受注（顧客）の確保」の割合が低く、「経費削減」「人材確保」「研究開発」「機

械化促進」の割合が高い点である。規模が小さくなるほど「得意分野の絞り込み」「財務体質強化」「情

報力強化」の比重が相対的に高くなっている。共通点としては、いずれの規模でも「社員教育」の割

合が水準・傾向ともに高まってきている。個々の経営が直面する課題の相違点は生産・流通・販売の

サプライ・チェーンの流れの中で規模別に異なった役割を担っていることから、力点の置き所の相違が

生じている。
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中小企業を巡る景況は震災前の水準に戻りつつあるが、2012 年 1 ～ 3 月期以降の見通しについては

EU 金融危機の先行き不透明感、途上国経済の低迷化の懸念というネガティブな外需見通し、デフレ

不況下の円高による景気回復へのブレーキと大手企業の生産拠点の海外移管の促進など景況悪化要因

が山積している。こうした事態への対応として「1. 建設業は公共予算が減少する中で、施工力・技術

力をバックに、下請け受注を増やす、2. 建設業を本業とし、特殊技術の研究開発に力点、3. 社員教育

に力点を置き、集団力を高め、危機感を共有する（企業の存在意義の確認・革新）」( 北海道・建設業 )

という指摘が示すように、経営指針と労使見解に依拠した同友会型企業づくりの真価が問われる局面

に突入したといえよう。
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規模別 経営上の力点 主な項目（上位10位）
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